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諸外国のオープンアクセス政策
ワークショップ
日本の機関リポジトリの今=2006
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千葉大学附属図書館
ライブラリーイノベーションセンター 高木和子
内容
1. オープンアクセス(OA)運動
2. 公的資金による研究情報OA化政策の進展
1)米国
2) 英国
3) ドイツ
4) フィンランド
5)ウクライナ、オーストリア、カナダ、中国
6) その他
オープンアクセス(OA)運動
1990年代：学術情報に対するOA運動の始まり
2002年 ：ブダペスト・オープンアクセス・
イニシアチブ開始
署名数：4,625（機関・個人- 2000年11月1日現在）
広島大学、北海道大学が署名
2003年6月：オープンな出版に関するベセスダ声明
2003年10月：科学および人文科学の知識に対する
オープンアクセスに関するベルリン
宣言
ベルリン宣言（１）
Berlin Declaration on Open Access to 
Knowledge in the Sciences and Humanities
OAの提供
著者・著作権保持者は、すべての利用者にOAを
許可
学術成果を学術機関・学会・政府機関などの無料
オンライリポジトリの、少なくとも一つに登録
ベルリン宣言（2）
OAを更に促進するための方法
1. 研究者・助成金受給者に研究成果のOAを促す
2. 文化遺産の所有者に、資料のインターネット提供を
促す
3. OA資料の水準維持のため、評価手段・方法を開発
する
4. OA化が評価や昇進に反映されるよう主張する
5. OA提供の本質的なメリットを主張する
公的資金による研究情報
OA化政策の進展
公的資金による研究データへのアクセスに関す
るOECD宣言 2004年1月30日
OECD科学技術政策委員会閣僚級会合
“公的資金を活用した研究データの利用
体制を整備していくべき”
採択： 34か国
OECD 宣言採択国
宣言採択国：３４か国
米国、英国、フィンランド
ドイツ、カナダ、オーストリア、中国、フランス、ス
ウェーデン、南アフリカ、（オーストラリア）
ベルギー、チェコ共和国、デンマーク、ギリシャ、ハ
ンガリー、アイスランド、アイルランド、イタリア、ルク
センブルグ、オランダ、ノルウェー、ポーランド、スロ
バキア共和国、スペイン、スイス、ポルトガル、ロシ
ア連邦、メキシコ、ニュージーランド、イスラエル、ト
ルコ、日本、韓国
国レベルでのOA政策
米国
ドイツ
フィンランド
米国
1. National Institutes of Health (NIH)のパ
ブリックアクセス政策
2. OA政策を促進する二つの法案
1) CURES 法案
2) Federal Research Public Access   
Act (FRPAA)法案
National Institutes of Health (NIH)
国立衛生研究所
保健福祉省 (Department of Health and 
Human Services: DHHS)
27の独立した研究所・センター
国民を健康に導く
2007年度予算$285億7,800万(約3兆3,200億円）
(日本：2006年度科学技術関係予算 3兆5,733億円)
52%が研究助成金
National Institutes of Health (NIH)の
パブリックアクセス政策(1)
2004年9月 ：パブリックアクセス政策原案
2005年2月2日：最終案発表
「Policy on Enhancing Public Access to 
Archived Publications Resulting from 
NIH-Funded Research」
2005年5月2日：実施
2006年1月 ：進捗状況の報告書
2006年9月 :下院がパブリックアクセス政策
への参加向上を望む
NIHのパブリックアクセス政策(2)
原案
“NIHの助成金を受けた研究の成果は
公開すべきである”
（雑誌などへの）発表後6ヶ月以内
PubMed Centralに提供する
国内外に大きな反響、賛否両論
NIHのパブリックアクセス政策(3)
最終案の問題点
1. 著者の自由意志に任される （罰則なし）
2. 明確な期限なし （6ヶ月から後退）
3. 資金提供機関と出版社の相反する期待
NIHのパブリックアクセス政策(4)
進捗状況(1)
(2005年5月2日～2005年12月31日)
PubMed Centralに登録されるべき
論文総数: 43,000
実際に登録された 論文総数: 1,636
パブリックアクセス政策遵守: 3.8％
NIHのパブリックアクセス政策(5)
進捗状況(2)
出版研究コンソーシアムの研究者意識調査（ 2006.1)
 パブリックアクセス政策など聞いたこともない：15%
 聞いたことはあるが内容は知らない :23%
 将来はPubMed Centralに掲載するつもり ：42%
 PubMed Centralに掲載するつもり無し ： 3%
NIHのパブリックアクセス政策(6)
進捗状況(3)
登録までの期間
出版後直ちに: 60%
10～12ヶ月 : 23% 
中間 :17% 
OA政策を促進する法案 その１
American Center for CURES Act
（ CURES Act）法案
2005年12月：リーバーマン上院議員 (D）提出
協同提案者 ：
コクラン上院議員(R)、ハッチソン上院議員(R) 、
カーパー上院議員(D）
目的：
NIHの中にAmerican Center for CURESを設
け、基礎研究を治療に結び付ける
CURES ACT(1)
OAの義務化
対象：保健福祉省に属する機関からの資金
援助研究（NIHもその一つ）
NIHのパブリックアクセス政策を超えている
CURES ACT(2)
CURES ACTが優れた点
1. 無料オンラインアクセスを「要望」から「要求」へ
2. ジャーナル掲載が認められた時点での登録
3. 登録の遅延/無料アクセス禁止期間:6ヶ月に短縮
4. OA政策を、NIH以外の保健福祉省機関にも拡大
5. この政策に従わない場合、それ以上の資金供与
を拒否する根拠となり得る
OA政策を促進する法案 その2
Federal Research Public Access Act 
(FRPAA)法案
2006年5月：リーバーマン上院議員 (D）と
コーニン上院議員(R)が提出
OAを義務化し、登録の遅延/無料アクセス禁止期間
を6ヶ月とする（CURES ACTと同じ）
FRPAA(1)
主な特徴
1. 対象を医学研究に限定しない
(研究助成金=年$1億以上)
1. 資金供与機関は、1年以内に独自の政策を制定
2. 機関リポジトリを運営or研究者の属する機関のリポジト
リに登録
3. ピアレビュー後の著者最終原稿に適用
4. 連邦政府の資金が供与された研究に適用
5. 遅くとも6ヶ月以内に、オープンアクセス
6. 機関の職員にも適用
7. OAの義務除外資料：研究/個人ノート、機密研究、etc
FRPAA(2)
CURESよりも後退した点
1. 登録時点
CURES：ジャーナルへの掲載が認められた時
FRPAA：出版後速やかに（遅くとも6ヶ月以内）」
2． 罰則
CURES：法律に従わない場合、それ以上の資金供与を
拒否する根拠となり得る
FRPAA：対応条項なし
FRPAA(2)
反応
高等教育機関の学長、プロボストなど
2006年11月7日現在支持表明：128名
反対表明：10大学のプロボストなど
（学術コミュニティと出版社に悪影響）
出版会の反対
DC Principles Coalition（non-profit publishers)
Association of American Publishers
Professional and Scholarly Publishing
Federation of American Societies for
Experimental Biology、etc
英国
1. 英国下院科学技術委員会(House of 
Commons Science and Technology 
Committee)の勧告
2. 英国研究会議（Research Councils UK= 
RCUK）のOA政策
3. ウェルカム財団（Wellcome Trust）の
OA政策
英国下院科学技術委員会の勧告(1)
2004年7月20日 ：科学出版に関する報告書「科学
研究出版物：全ての人に無料で？」
勧告内容
科学技術情報のOA化を支持
全ての高等教育機関に機関リポジトリを設置する
公的資金を受けた研究の成果を無料提供する
著者支払い型の出版モデルを実験的に推進する
原稿の事務処理に関わる費用を政府が負担する
英国下院科学技術委員会の勧告(2)
2004年10月26日 ：政府（貿易産業省）回答
実質的に勧告をすべて拒否
2004年11月1日 ： 政府回答への反論
2006年11月10日：Sainsbury科学技術担当
大臣の辞任発表!
英国下院科学技術委員会の勧告(3)
反論
英国情報システム合同委員会の見解を、貿易産
業省は無力化すべく模索した
政府は、著者支払いモデルを追及するどころか、
反対することを決めた
委員会報告書の確認事項や危惧に取り組むため
の行動を、公正取引長官が書くよう要望
政府が、報告書に応えてもっと断固たる行動をとる
機会を逸したことに失望する
英国研究会議(RCUK）のOA政策
８つのリサーチカウンシルで構成
2007/08年の予算は、27億9,300億ポンド
（6,085億円）
2005年6月 ：OA政策の原案を発表
2006年6月 ：OA政策の最終案を発表
英国研究会議(RCUK）のOA政策(1) 
原案
助成金を得た者は研究成果をOAリポジトリに
登録
ジャーナル掲載全論文と会議発表資料に適用
2005年10月1日以降の助成金に適用
OAI準拠なら主題/機関リポジトリどちらでも
登録時期とOA化時期を区別しない。登録期限、
アクセスの期限も規定しない
英国研究会議(RCUK）のOA政策(1) 
原案（続）
出版論文はポストプリント、未発表論文はプレプ
リント、と区別する
著者支払いモデル：掲載費用の助成金からの
支払い可
この義務化政策の二つの例外
著作権とライセンス契約に従う
リポジトリにアクセスできない著者には
適用しない
英国研究会議(RCUK）のOA政策(2)最終案
原案からの後退
義務化するかどうか&義務化の時期は、
各リサーチ・カウンシルの自主に任せる
2006年10月1日 :4機関が義務化開始
:1機関が「強く勧告」開始
2006年12月1日 :1機関が義務化開始
1機関は、2008年まで決定を保留すると宣言
英国研究会議(RCUK）のOA政策(3)最終案
問題点
現行の著作権、ライセンス方針の精神（OA化
禁止期間、商業目的の利用制限、etc）尊重
登録時期が明確化されていない
著者支払いモデルは、論文掲載費用に追加
の助成金を与えるかどうかを機関に任せた
論文を載せるべきジャーナルを著者の自由
に任せ、OA誌へと導いていない
英国研究会議(RCUK）のOA政策(4)最終案
各界の反応
SPARC、SPARC Europe ：歓迎
学協会出版者協会（ ALPSP）：歓迎
ウェルカム財団（Wellcome Trust）の
OA政策
民間機関
医学研究に対する最大の資金援助機関
2005年10月：助成金から生じた出版物のOA
化を世界で初めて義務化
ピアレビュー誌掲載論文をPubMed
Centralに登録することを義務づけ
ドイツ
ドイツ研究協会（German Research Foundation: 
DFG）のOA政策
DFGはドイツ最大の資金供与機関
DFGの政策は国の政策
2006年1月 :助成金を受けた研究に対するOA 
政策を採択
公的資金を得た研究結果のOA化を勧告/義務化
した国としては、米国に次いで二番目
DFGのOA政策 ドイツ
助成金を受けた研究者は、論文を
雑誌掲載後に主題/機関リポジトリに登録
または
直接ピアレビューOA誌に載せる
要望と要求の間の強さの表現
”must”ではなく”should”
ドイツ議会のOA法案 (1)
2006年5月：OA法案（Hansen bill）議会提出
著者が著作権譲渡契約にサインしたかどうかに
拘わらず、一定の条件を満たしていれば、ジャー
ナル出版6ヶ月後のセルフアーカイブングを
認める
義務化はしていない
ドイツ議会のOA法案 (2)
条件とは
出版後6ヶ月経っていること
研究の大部分が公金（税金）によること
雑誌に掲載されたものであること
非営利目的であること
著者は論文の最終原稿を使用せざるを得ない
こと
フィンランド
国家レベルでOAに取り組んだ最初の国
2005年3月 ：教育相のOA科学出版委員が
OA化を勧告する報告書を発表
報告書内容(1) フィンランド
資金供与機関は：
著者がOA誌に載せる時は、掲載費用を研究費
用と認める
科学出版社や出版物に資金提供する際に、OA
を促す
高等教育機関や研究機関は：
科学研究は、OAオンラインアーカイブを通して得
られる出版物に掲載
該当分野のOA誌に論文を載せるよう研究者に
勧告
報告書内容(2) フィンランド
出版社や学会は：
掲載した論文を早急にOAオンラインアーカイブに
提供
著者が論文をOAオンラインアーカイブに登録するの
を許可
図書館は：
国立図書館の指導下に、OAオンラインアーカイブに
登録された資料の配信サポート
フィンランドのOAオンラインアーカイブとメタデータ
作成をサポート
報告書内容(3) フィンランド
教育省は：
OAを促進し、他の省と協力して勧告が実践 さ
れるのを確かめ、モニターする
高等教育機関がOAを奨励するために協
力するよう促す
オーストリア
Förderung der wissenschaftlichen
Forschung (Fund for the Promotion of 
Scientific Research= FWF )
2006年10月6日： OA政策を採用
FWFのOA政策 オーストリア
義務化と要望の間（ドイツのDFGと同様）
OAジャーナルに掲載/OAリポジトリにデポジット
出版社に包括的な著作権移譲しないよう、研究
者に勧告
OAジャーナルに掲載する場合、必要な掲載料を
提供
ウクライナ
2005年
公的資金を得た研究のOA化を義務づける
法案提出
「OAは国にとっての優先事項の一つである」との
決議
法案自体は未採択
カナダ
Canadian Institutes of Health Research 
(CIHR)
2006年10月10日：OA義務化政策の原案
発表
対象： CIHR資金を得た研究の、ピアレビュー
出版物、最終研究データ、研究資料（物理的
サンプル）
中国
2006年10月23日
公共資金による研究データのOA義務化政策
発表
2010年までに40の科学データセンター設立
(ほとんどは既に設立）
300のデータベースを公開予定
データのOAを義務化する最初の国
その他の国
フランス：
フランス国立情報処理自動化研究所(INRIA)が
OAを奨励
スウェーデン：
国立図書館がOAイニシャチブをコーディネイト
南アフリカ
南アフリカ科学アカデミーがOAを勧告
オーストラリア
Productivity Commissionが公的資金を得た研
究結果のOA義務化を勧告
......
